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株 主 各 位

第102期定時株主総会招集ご通知
インターネット開示事項

事業報告
　■業務の適正を確保するための体制
　　及び当該体制の運用状況の概要

連結計算書類
　■連結株主資本等変動計算書
　■連結注記表

計算書類
　■株主資本等変動計算書
　■個別注記表

（2019年４月１日から2020年３月31日）

新京成電鉄株式会社

上記各事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、当社ホ
ームページ（https://www.shinkeisei.co.jp/）に掲載し、株主の皆様に提供
しております。

表紙
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

１．業務の適正を確保するための体制
　当社は、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他
会社の業務の適正を確保するための体制（以下、「内部統制システム」という。）に関する
基本方針を、以下のとおり整備しております。

内部統制システム基本方針
【経営の基本方針】

　当社及び当社グループ会社は、お客様に信頼され、安全かつ快適な輸送・サービスを提
供し、また企業の社会的な責任を遂行するため、適法かつ適正な事業活動のもとで地域社
会の発展に貢献する企業を目指し、継続的に企業価値の向上に努めます。

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①内部統制委員会の専門組織である当社及び子会社で構成されるコンプライアンス小

委員会において、コンプライアンスの取り組みを統括します。また、法令遵守を含
む具体的な事項を定めた行動規準を策定しており、取締役及び使用人への周知を徹
底します。

②行動規準に基づき、反社会的勢力には毅然として対応し、いかなる状況下でもそれ
らと一切関係を持ちません。

③内部通報者制度取扱規則に基づき設置されたコンプライアンス相談窓口を活用し、
会社内部の違反行為等を未然に防ぐ体制の強化に努めます。

④資産の保全・業務の運営について、内部監査室による内部監査を行います。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①株主総会、取締役会及び常務会議の議事録をはじめとする職務の執行に関わる文書

等の保存は、文書保存規程に基づいて行います。また、情報の管理については、情
報セキュリティ及び個人情報保護に関する規則により対応します。
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(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①リスク管理の観点から、内部統制委員会に専門組織として当社及び子会社で構成さ

れるリスク管理小委員会を設置しており、事業に重大な影響を及ぼす可能性のある
リスクを分析・評価し、リスクの発生防止に係る体制の整備並びに発生したリスク
への対応を図ります。

②必要に応じて各種規則、業務プロセス、手順等の見直しを継続的に行うほか、重大
事故や自然災害等の異常事態が発生した際、必要な体制が早期に確立できるよう、
異常時対策規則に基づき、定期的に訓練を実施します。また、大規模地震等が発生
した場合には、事業継続計画に基づき、事業の継続、早期復旧に取り組みます。

③反社会的勢力との間に問題が発生した場合は、外部の専門機関と連携し、法的な措
置も含め組織的に対応します。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①取締役会（原則年９回開催）において、重要事項の決定及び取締役の業務執行状況

の監督等を行います。また、常務会議（常勤取締役で構成、原則週１回開催）にお
いて、業務執行に関する基本的事項及び重要事項に関わる意思決定を行います。

②業務の執行については経営計画を策定し、これに基づいて行います。
③職制及び職務分掌、職務権限規則に基づき、各職務の権限と責任を明確にします。

(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制
・当社及び子会社で構成されるコンプライアンス小委員会において、子会社のコン

プライアンス体制の充実を図ります。当社が策定している行動規準は、子会社に
周知徹底を図ります。

・当社のコンプライアンス相談窓口を活用し、違反行為等を未然に防ぐ体制の強化
に努めます。

・内部監査室が、子会社に内部監査を実施します。

－ 2 －
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②子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
・関係会社管理規程に基づき、子会社が当社に報告すべき事項を明確にし、これに

基づき子会社より報告を受け、必要に応じて指導を行います。
③子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・当社及び子会社で構成されるリスク管理小委員会において、子会社の事業に係る
リスク管理を行います。

④子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・子会社を管理する部署において、関係会社管理規程に基づき、子会社の管理を行

います。
・グループ社長会を定期的に開催し、経営情報の共有等を図るとともに、必要に応

じて指導を行います。
・子会社に経営計画を策定させ、これに基づき職務を執行させます。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に
関する事項
①監査役を補助すべき組織として監査役室を設置しており、職務の補助に必要な使用

人を配置します。

(7) 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに使用人に
対する指示の実効性の確保に関する事項
①監査役室の使用人は、取締役の指揮・監督を受けない専任の使用人とします。
②監査役室の使用人の人事及び監査役室の組織変更等には監査役の承認を必要としま

す。

－ 3 －
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(8) 監査役への報告に関する体制
①取締役及び使用人が監査役に報告するための体制

・取締役及び使用人は、当社に著しい損害または重大な事故等を招くおそれがある
事実を発見したときは、当該事実を監査役に報告します。

・取締役及び使用人は、監査役から職務執行に関する事項の報告を求められた場合
には、速やかに報告します。

②子会社の取締役、監査役及び使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社の
監査役に報告するための体制
・当社または子会社に著しい損害または重大な事故等を招くおそれがある事実を発

見した子会社の取締役、監査役及び使用人またはこれらの者から報告を受けた者
は、適時、適切な方法により当該事実を当社の監査役に報告します。

・子会社の取締役及び使用人は、当社の監査役から職務執行に関する事項の報告を
求められた場合には、速やかに報告します。

(9) 監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこ
とを確保するための体制
①内部通報者制度取扱規則に準拠し、監査役への報告を行った者に対し、不利な取扱

いを行いません。

(10)監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務
の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
①監査役が、職務の執行について生ずる費用の前払等を請求したときは、速やかに費

用または債務を処理します。

(11)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①監査役は、常務会議等取締役の職務執行上重要な会議に出席し、必要に応じ意見を

述べ、重要な意思決定の過程を把握するとともに、職務執行に係る重要な書類の閲
覧等を通じ、業務の執行状況を把握します。

②監査役は、当社の会計監査人と監査情報の交換を行うとともに、内部監査室との連
携を図ります。

－ 4 －
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２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社では、「内部統制システム基本方針」に掲げた体制を整備するほか、その基本方針に
基づき以下の取り組みを行っております。

(1)取締役の職務執行
当社は、取締役会を９回開催し、法令及び定款に則って重要事項を決定するとともに、
取締役の業務執行状況を監督しました。
また、取締役会において中期経営計画（２０２０年度修正計画）を決議しました。

(2)コンプライアンスの徹底
当社及び子会社で構成されるコンプライアンス小委員会を２回開催し、コンプライアン
ス教習をはじめとする各種取り組みの統括を実施しました。
また、内部通報に係る体制として、社内及び社外に「コンプライアンス相談窓口」を設
置しており、内部通報体制の強化に努め、その周知を引き続き行いました。
さらに、当社及び子会社の資産の保全・業務の運営について、内部監査室が監査計画に
基づき内部監査を実施しました。
なお、社会規範の遵守並びに企業の社会的責任を遂行するための行動規準を当社及び子
会社に周知しました。

(3)リスク管理
当社及び子会社で構成されるリスク管理小委員会を３回開催し、リスクの識別、分類、
評価についての定期的な見直しを実施し、対応策の実施状況の検証を行いました。
また、万一の鉄道事故発生を想定し、輸送の安全確保に向けた各種訓練を実施しました。
なお、新型コロナウイルス（ＣＯＶＩＤ-１９）に対し、新型コロナウイルス対策本部を
設置し、感染拡大を防止すべく対策を実施しております。

(4)子会社における業務の適正
子会社を管理する部署において、関係会社管理規程に基づき子会社の管理を行うとと
もに、グループ社長会を定期的に開催し、当社と経営情報を共有しました。

－ 5 －
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(5)監査役の職務執行
当社は、監査役会を８回開催したほか、監査役会において定めた監査計画に基づき監
査を実施するとともに、取締役会への出席並びに会計監査人及び内部監査室との間で
定期的に行う意見交換を通じて、取締役の職務執行の監査、内部統制の整備並びに運
用状況を確認しました。

－ 6 －
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連結株主資本等変動計算書

( 2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

2019年 4月 1日 期首残高 5,935,940 4,774,519 27,631,759 △84,101 38,258,118
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △384,236 △384,236
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 2,355,340 2,355,340
自 己 株 式 の 取 得 △482 △482
自 己 株 式 の 処 分 2 37 40
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － 2 1,971,104 △445 1,970,661
2020年 3月31日 期末残高 5,935,940 4,774,522 29,602,863 △84,546 40,228,780

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計

その他有価証券
評価差額金

退職給付に係る
調整累計額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

2019年 4月  1日  期首残高 5,215,347 △194,493 5,020,853 43,278,971
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △384,236
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 2,355,340
自 己 株 式 の 取 得 △482
自 己 株 式 の 処 分 40
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△1,253,696 64,013 △1,189,682 △1,189,682

連結会計年度中の変動額合計 △1,253,696 64,013 △1,189,682 780,979
2020年 3月31日 期末残高 3,961,650 △130,480 3,831,170 44,059,951

－ 7 －
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連結注記表
［連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等］
１．連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社の数　3社
⑵　連結子会社の名称

船橋新京成バス㈱、松戸新京成バス㈱、新京成リテーリングネット㈱
⑶　非連結子会社の数　4社
⑷　非連結子会社の名称

エスケーサービス㈱、エスピー産業㈱、新京成エステート㈱、新京成フロンティア企画㈱
（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及
び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであ
ります。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法を適用した関連会社の数　2社

会社の名称　京成建設㈱、京成車両工業㈱
⑵　持分法を適用していない非連結子会社（エスケーサービス㈱、エスピー産業㈱、新京成エステート㈱、

新京成フロンティア企画㈱）は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等
からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重
要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結会計年度の末日と一致しております。

－ 8 －
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４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券

時価のあるもの　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により
処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの　　移動平均法による原価法
②たな卸資産

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によって
おります。

商 品 売価還元法
分譲土地建物 個　別　法
貯 蔵 品 移動平均法

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産 　定率法及び定額法を採用しております。

（リース資産を
除く）

　なお、取得価額にして約58％は定率法により、約42％は定額法により償却して
おります。ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
並びに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額
法を採用しております。
　また、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 及 び 構 築 物 15～40年
機械装置及び運搬具  5～15年

無形固定資産　　　　定額法を採用しております。
　ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5
年）に基づいております。

リース資産　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
⑶　重要な引当金の計上基準

賞与引当金
従業員に支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上しております。

⑷　工事負担金等の会計処理の方法
固定資産の取得のために地方公共団体（又は国土交通省）等より受け入れた工事負担金等は、工事

完成時に当該工事負担金等相当額を固定資産の取得原価から直接減額して計上しております。なお、
連結損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取得原
価から直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上しております。

－ 9 －
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⑸　重要な収益及び費用の計上基準
ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。
⑹　重要なヘッジ会計の処理方法

ヘッジ会計の処理方法は、金利スワップ取引について特例処理を採用しております。
⑺　その他連結計算書類の作成のための重要な事項

退職給付に関する会計処理
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基

づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。（ただし、年金資産の額
が退職給付債務を超える場合には、退職給付に係る資産として計上しております。）

数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処
理することとしております。

未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益
累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

－ 10 －
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［会計方針の変更に関する注記］
該当事項はありません。

［表示方法の変更に関する注記］
該当事項はありません。

［連結貸借対照表に関する注記］
１．担保に供している資産及び担保に係る債務
　⑴　担保に供している資産 建 物 及 び 構 築 物 16,708,384千円

機械装置及び運搬具 4,506,981千円
土 地 4,397,625千円
そ の 他 707,810千円
合 計 26,320,802千円

　⑵　担保に係る債務 短 期 借 入 金 739,100千円
長 期 借 入 金 4,364,400千円
合 計 5,103,500千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 67,955,741千円

［連結損益計算書に関する注記］
　　期末分譲土地建物残高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上原価

に含まれております。
11,100千円

－ 11 －
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［連結株主資本等変動計算書に関する注記］
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

　　普通株式　　　11,023,228株

２．配当に関する事項
　⑴　配当金支払額

決議 株式の
種類

配当金の
総額
(千円)

１株
当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

2 0 1 9 年 6 月 2 6 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 192,118 17.5 2019年3月31日 2019年6月27日

2019年10月30日
取 締 役 会 普通株式 192,117 17.5 2019年9月30日 2019年12月3日

　⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議予定 株式の
種類

配当金
の総額
(千円)

配当の
原資

１株
当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

2 0 2 0 年 6 月 2 5 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 192,115 利益

剰余金 17.5 2020年3月31日 2020年6月26日

－ 12 －
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［金融商品に関する注記］
１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を
調達しております。
　売掛金に係る顧客の信用リスクは、内部管理規程に沿ってリスク低減を図っております。
　有価証券は、合同運用指定金銭信託であり、短期的な資金運用として保有する安全性の高い金融商品であ
り、信用リスクは僅少であります。また、投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期ごとに時
価の把握を行っています。
　借入金の使途は運転資金（短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の長期借入金の金利変動リスク
に対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。なお、デリバティブは内部管
理規程に従い、上記の取引のみに限定しております。

２．金融商品の時価等に関する事項
　2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。

(単位：千円）
連結貸借対照表計上額

(※） 時価(※） 差額

⑴現金及び預金 5,354,752 5,354,752 －

⑵売掛金 1,066,183 1,066,183 －

⑶リース投資資産 819,071 819,071 －

⑷有価証券

満期保有目的の債券 500,000 500,000 －

⑸投資有価証券

その他有価証券 6,268,827 6,268,827 －

⑹買掛金 (1,046,685) (1,046,685) －

⑺未払金 (4,308,961) (4,308,961) －

⑻短期借入金 (1,850,000) (1,850,000) －

⑼長期借入金（一年以内返済含む） (6,726,900) (7,096,995) 370,095

⑽デリバティブ取引 － － －
　(※）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

－ 13 －
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
　⑴現金及び預金、並びに⑵売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

　⑶リース投資資産
　時価については、元利金の合計額を同様の新規リース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた
現在価値により算定しております。その結果、時価は帳簿価額にほぼ等しかったことから、当該帳簿価額
によっております。

⑷有価証券
　満期保有目的の債券

　合同運用指定金銭信託については、短期間の運用であり、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該
帳簿価額によっております。

⑸投資有価証券
　その他有価証券

　時価については、取引所の価格によっております。
⑹買掛金、⑺未払金及び⑻短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

⑼長期借入金
　長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行
後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によ
っております。固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率
で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金の一部は金利スワップの特例処
理の対象とされており（下記⑽参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同
様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっておりま
す。

⑽デリバティブ取引
　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されてい
るため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記⑼参照）。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額2,978,091千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フ
ローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「⑸投資有
価証券」には含めておりません。

－ 14 －
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［賃貸等不動産に関する注記］
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社は、千葉県において賃貸用のビル（土地を含む。）を有しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項
(単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価

14,632,647 30,849,841
（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注２）当期末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額、

その他の物件については不動産鑑定評価基準に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を
行ったものを含む。）であります。

［１株当たり情報に関する注記］
１．１株当たり純資産額 4,013円48銭

２．１株当たり当期純利益 214円55銭

［その他の注記］
記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 15 －
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株主資本等変動計算書

( 2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで )

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 そ　の　他

資本剰余金
資本剰余金
合　　　計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計別 途

積 立 金
買 換 資 産
圧縮積立金

繰越利益
剰　余　金

2 0 1 9 年 4 月 1 日
期 首 残 高 5,935,940 4,773,405 1,114 4,774,519 523,210 2,480,500 7,087 19,679,757 22,690,554 △84,101 33,316,914
当 期 変 動 額

買 換 資 産 圧 縮
積立金の取崩し △779 779 － －
剰 余 金 の 配 当 △384,236 △384,236 △384,236
当 期 純 利 益 2,037,964 2,037,964 2,037,964
自己株式の取得 △482 △482
自己株式の処分 2 2 37 40
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額(純 額)

当 期 変 動 額 合 計 － － 2 2 － － △779 1,654,507 1,653,728 △445 1,653,285
2020年3月31日
期 末 残 高 5,935,940 4,773,405 1,116 4,774,522 523,210 2,480,500 6,308 21,334,264 24,344,283 △84,546 34,970,199

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2019年４月１日
期 首 残 高 5,137,788 5,137,788 38,454,703
当 期 変 動 額

買 換 資 産 圧 縮
積立金の取崩し －
剰 余 金 の 配 当 △384,236
当 期 純 利 益 2,037,964
自己株式の取得 △482
自己株式の処分 40
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額(純 額) △1,254,958 △1,254,958 △1,254,958

当 期 変 動 額 合 計 △1,254,958 △1,254,958 398,326
2020年３月31日
期 末 残 高 3,882,830 3,882,830 38,853,029

－ 16 －
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個別注記表
［重要な会計方針に係る事項に関する注記］
１．資産の評価基準及び評価方法

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

時 価 の あ る も の 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時 価 の な い も の 移動平均法による原価法
⑵　たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっ
ております。

分 譲 土 地 建 物 個　別　法
貯 蔵 品 移動平均法

２．固定資産の減価償却の方法
　　　有形固定資産(リース資産を除く）

鉄 道 事 業 固 定 資 産 定率法を採用しております。
不 動 産 事 業 固 定 資 産 定額法を採用しております。
各 事 業 関 連 固 定 資 産 定率法を採用しております。
ただし、1998年4月1日以降に取得した鉄道事業固定資産及び各事業関連固定資産の建物（建物附

属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採
用しております。

なお、鉄道事業固定資産の取替資産については取替法を採用しております。
また、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 15～40年
構 築 物 15～40年
車 両 　5～13年

無形固定資産　　　定額法を採用しております。
　ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に
基づく定額法によっております。

　　　リース資産　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

－ 17 －
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３．引当金の計上基準
⑴　賞与引当金

従業員に支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上しております。
⑵　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し
ております。

数理計算上の差異は、主として各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することとしておりま
す。

４．工事負担金等の会計処理の方法
固定資産の取得のために地方公共団体（又は国土交通省）等より受け入れた工事負担金等は、工事完成

時に当該工事負担金等相当額を、固定資産の取得原価から直接減額して計上しております。
なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取得原

価から直接減額した額を固定資産圧縮損として特別損失に計上しております。

５．収益及び費用の計上基準
　　　ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
　　　　リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

６．ヘッジ会計の処理方法
ヘッジ会計の処理方法は、金利スワップ取引について特例処理を採用しております。

７．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

－ 18 －
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［会計方針の変更に関する注記］
　該当事項はありません。

［表示方法の変更に関する注記］
　該当事項はありません。

－ 19 －
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［貸借対照表に関する注記］
１．担保に供している資産及び担保に係る債務
 ⑴担保に供している資産 鉄 道 事 業 固 定 資 産 22,120,363千円

不動産事業固定資産 3,891,648千円
各事業関連固定資産 308,790千円
合 計 26,320,802千円

 ⑵担保に係る債務 短 期 借 入 金 739,100千円
長 期 借 入 金 4,364,400千円
合 計 5,103,500千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 67,943,015千円
３．事業用固定資産　 有形固定資産 40,710,848千円

土　　　地 11,785,352千円
建　　　物 11,824,421千円
構　築　物 10,183,833千円
車　　　両 4,637,265千円
そ　の　他 2,279,974千円

無形固定資産 837,070千円
４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 82,739千円
短期金銭債務 4,078,533千円

５．固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額
12,794,323千円

－ 20 －
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［損益計算書に関する注記］
１．営業収益 15,263,470千円
２．営　業　費 12,594,345千円

運送営業費及び売上原価 7,662,582千円
販売費及び一般管理費 1,021,713千円
諸税 855,517千円
減価償却費 3,054,530千円

３．関係会社との取引高
　　営業取引による取引高

営業収益 908,483千円
営　業　費 1,299,845千円

　　営業取引以外の取引高 1,177,863千円

４．期末分譲土地建物残高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上原価
に含まれております。

11,100千円
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［株主資本等変動計算書に関する注記］
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　45,225株

［税効果会計に関する注記］
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
退職給付引当金 738,000千円
販売用不動産の帳簿価額切下げ 109,729千円
賞与引当金 102,040千円
投資有価証券評価損 74,010千円
ゴルフ会員権評価損 71,828千円
減損損失 46,876千円
資産除去債務 30,636千円
未払事業税 30,370千円
関係会社株式評価損 26,804千円
未払賞与法定福利費 15,867千円
販売用不動産評価損 8,746千円
その他 3,443千円

繰延税金資産小計 1,258,355千円
評価性引当額 △354,645千円
繰延税金資産合計 903,709千円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △1,682,146千円
買換資産圧縮積立金 △2,763千円
資産除去債務 △1,990千円

繰延税金負債合計 △1,686,900千円
繰延税金負債の純額 783,190千円
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［関連当事者との取引に関する注記］
　子会社及び関連会社等

種　類 会社等の
名称

議決権等
の所有割
合（％）

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（千円）
（注3）

科目
期末残高
（千円）
（注3）

子会社 松戸新京成
バス㈱ 直接100.0 資金の受入

役員の兼任
消費寄託金の
受入（注1） 30,000 預り金 1,400,000

関連会社 京成建設㈱ 直接28.5 役員の兼任 固定資産の
購入（注2） 1,062,266 未払金 628,773

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１.消費寄託金については、松戸新京成バス㈱の資金運用に伴うものであります。金利については、当

社の調達金利を勘案して決定しております。
２.固定資産の購入については、市場価格等を勘案し、一般の取引条件と同様に決定しております。
３.取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

［１株当たり情報に関する注記］
１．１株当たり純資産額 3,539円17銭

２．１株当たり当期純利益 185円64銭

［その他の注記］
記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 23 －

個別注記表




